
                        
 

 

継続的な組織運営に向けた 

まちづくり学習による課題解決の要因分析 

～活動者の観点から～ 
 
 

田邉 信男1・氏原 岳人2・阿部 宏史3 
 

1正会員 西部技術コンサルタント（株）（〒700-0977 岡山県岡山市北区問屋町六番地101） 

E-mail:n.tanabe@seibuct.jp 

2正会員 岡山大学大学院助教 環境生命科学研究科（〒700-8530 岡山県岡山市北区津島中一丁目1-1） 

E-mail:ujihara@cc.okayama-u.ac.jp 
3正会員 岡山大学大学院教授 環境生命科学研究科（〒700-8530 岡山県岡山市北区津島中一丁目1-1） 

-mail:abe1@cc.okayama-u.ac.jp 

 

本研究では，「新しい公共」の担い手として期待されているNPOや任意団体において,継続的にまちづ

くり活動を展開している活動者に着目し,その活動者が継続的に組織運営を行っていくためには,まちづく

り学習への取り組みが極めて重要と考える.そこで,岡山県内の団体を対象とするアンケート調査を実施し,

活動者のまちづくり学習による課題解決の要因を分析した. 

分析の結果,まちづくり学習による組織運営の課題解決には,得意分野や連携できる団体を持っている活

動者ほどまちづくり学習による課題解決の選択要因の影響が大きいことが示された.また,連携できる団体

を持っている活動者に着目すると,「組織化」されている団体ほど学習による課題解決に繋がっている傾

向が高いことが明らかとなった. 
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1. はじめに 
 

(1)研究の背景と目的 

わが国では,人口減少,少子高齢化の進展,国及び地方

の財政難,地方創生など経済社会を取り巻く状況が急速

に変化している.また,市民のニーズも多様化,高度化し,

行政中心の公共サービスだけでは制度的、財政的にも対

応が厳しくなってきている. 

こうした中で,地域コミュニティやNPO, 法人格を持

っていない市民団体（以下任意団体）などが，行政との

協働の下で，自ら,地域の課題を発見し解決することが

求められている. 内閣府の「新しい公共」の担い手によ

る取組事例に関する調査報告書1）によると,「協働」に

よる取り組みが継続・発展していくためには,「継続的

に実施できる仕組みづくり」やNPOなどが「継続的に活

動できる組織運営力」が問題として指摘されている.こ

れらの問題の内,「継続的に実施できる仕組みづくり」

を具体化していくには,「自律的な個人」の存在と「場

や機会」が必要であると都市まちづくり学入門2)では論

じている. この「自律的な個人」の存在とは,個々の人

が自分の周囲にある環境特性や周りにいる他者との関係

性を意識し,自分の行為のあり方を考えることができる

人材であり,また,「場や機会」とは,自律的な個人が意

見交換を通じて,お互いの違いを認め合いながら共感を

生み出していくための交流の場や機会であるとしている.   

本稿においてのまちづくり学習は, 建築学会のまちづ

くり学習教科書3)に基づき,市民の問題意識の改善から実

践活動に至るまでの様々な場面で市民一人一人が力を身

につけていくための知識や技術などを得るための学習と

して位置付けている. 

以上を勘案し,「自律的な個人」の人材育成や「場や

機会」を通して共感を生み出していくめには,NPOや任

意団体などで主体的に活動している活動者が,まちづく

り学習を通じて,地域への問題意識を高め,継続的に活動

する上での課題解決能力を身に付けるための学習活動へ

の取り組みが極めて重要と考える. そして,活動者の継

続的な活動は,組織の継続的な組織運営に繋がっていく.

このため, まちづくり学習への取り組みが,活動者の継

続的な組織運営の課題解決にも結び付いていく. 

 既存研究では,継続的な組織運営の実態や組織が発展
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する要因についての研究4)5)6)は数多くなされているが,継

続的に活動者が組織運営を展開していく上での課題解決

につながるまちづくり学習に着目した研究は見当たらな

い.そこで,本研究では,「新しい公共」の担い手として

期待されているNPOや任意団体において,継続的にまち

づくり活動を展開している活動者に着目する.そして,活

動者の組織運営に関する活動とまちづくり学習との関連

性,まちづくり学習による課題解決の選択要因を定量的

に分析し, 活動者属性から見たまちづくり学習による課

題解決の要因を明らかにする.この分析結果を踏まえ,ま

ちづくり学習のよる課題解決の向上策を考察し,「継続

的に実施できる仕組みづくり」を検討する上での有益な

知見を得ることを研究目的とする. 

本稿における「継続的な活動」とは,活動者によっ

て,2年以上続いた活動としている.さらに,まちづくり学

習とは,まちの観察や調査によりまちの現状を調べたり

する学習とその学習成果を活用してまちづくりを実践す

るために必要となる学習 3）とする.また,組織の人材育

成,資金調達や情報発信の方法など団体を運営していく

ために必要となる学習も含めてまちづくり学習と定義す

る. 

 

(2)研究対象と方法 

身近な生活環境を課題とする地域の活性化,環境保全,

防災や景観,交通のまちづくり,道路や公園づくりなどの

まちづくりを対象領域とした NPOや任意団体において,

継続的に活動を展開している活動者を対象とする.その

活動者に対して,アンケート調査を実施し,活動者が組織

運営を継続的に展開していくためのまちづくり学習によ

る課題解決の要因を定量的に明らかにする. 

第 2 章では,本研究の位置付けを行い,第 3 章では,ア

ンケート調査概要と活動者の基本属性を示す.第 4 章で

は, 活動者の組織運営とまちづくり学習による課題解決

との関連性を分析する.第 5章では,どのような活動者属

性がまちづくり学習による課題解決を向上させるのか,

その要因を分析し,まちづくり学習による課題解決の向

上策を考察する.最後の第 6 章では,結論として,本研究

で得られた知見を要約するとともに,今後の研究課題を

述べる. 

 

 

２．本研究の位置づけ 

 

(1)既存研究のレビュー  

｢まちづくり学習に関連した研究｣において,まちづく

り講座を対象にその学習効果と課題に関する研究には, 

まちづくりリーダー・コーディネーターの養成講座を対

象に,アンケート調査により,まちづくり学習の取り組み

実態や効果,課題を明らかにした野澤の研究 7)がある.ま

ちづくり手法に関する研究では,まちづくり学習手法と

課題について整理した野澤の研究 8)がある. 

これらの既存研究では, 継続的にまちづくり活動を展

開している NPO や任意団体の活動者に着目されていな

い.また,活動者属性から見たまちづくり学習による課題

解決の要因を定量的に分析し,まちづくり学習による課

題解決の向上策について考察した研究は見当たらない.

以上を踏まえて,本研究の特長を以下に示す. 

 

(2)本研究の特長 

 本研究の特長を以下に示す. 

 1)「新しい公共」の担い手として期待されている NPO

や任意団体において,継続的に活動を展開している

活動者を対象にしたまちづくり学習による課題解

決の要因に関しての研究蓄積は十分ではないこと

に着目した. 

2）継続的に組織運営を行っていく上での活動者のま

ちづくり学習による課題解決の要因を統計的手法

（独立性の検定・残差分析）や数量化 2類を用いて

定量的に分析した. 

3）この分析結果を踏まえ,活動者が継続的に組織運営

を行っていく上でのまちづくり学習による課題解

決の向上策を検討した. 

 
 
３．アンケート調査概要 

 

(1)アンケート調査概要と基本属性 

アンケートの調査対象としては,岡山県晴れの国地域

づくりNET,内閣府NPO法人ポータルサイト,瀬戸内市ま

ちづくり団体NETを利用して，岡山市,倉敷市,瀬戸内市

において2年以上継続しているまちづくり団体65を抽出

し,実際に継続的な活動をしているかどうかを団体の代

表-1 アンケート調査概要 

調査方法

調査期間

個人面接,郵送法

平成26年2月4日～平成26年2月28日

配布,回収率

団体配布部数59団体

団体回収数53団体,回収率90%

個人配布部数125部数

個人回収率100部数,回収率80%

団体属性

NPO:24団体,市民団体:29団体

岡山市:24団体,倉敷市25団体

瀬戸内市：4団体

調査項目

1.あなたが活動している団体での継続的な
活動についての課題

2.まちづくり学習について

3.継続的な活動についての参加の動機に
ついて
4.団体の運営について

5.回答者及び団体自身について  
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表に電話で確認した.その結果,活動休止している6団体

を除き,59団体の代表及び団体のリーダー（理事,事務局,

運営委員）について，個人面接および郵送法でアンケー

ト調査を実施した.調査概要は,表-1に示すとおりである. 

団体のリーダーとは,団体運営に主体的に関わっている

団体の代表以外の活動者と定義している.アンケート調

査内容と分析に使用した項目の略称名は,表-2に示す通

りである.また,活動者の団体の基本属性を図-1に示す. 

2年以上継続的に活動し,地域の課題解決に主体的に行

動できている活動者と団体タイプ別の割合を図-2に示

す.2年以上継続的に活動している活動者の92%は,地域

の課題解決に向け主体的に行動できている.また,団体タ

イプでは,任意団体の方が,NPOよりも地域の課題解決に

向け主体的に行動できている割合が高い傾向となった.

以降の分析では, 地域の課題解決に向け主体的に行動で

きている活動者N=88サンプルを用いて分析する.次の第

4章では,活動者の組織運営に関しての活動がまちづくり

学習
(1)
にどのように影響しているかを分析する. 

 

 

４．組織運営とまちづくり学習による課題解決と

の関連性 

 

 本節では,活動者の継続的な組織運営と課題解決に繋

がるまちづくり学習との関連性を分析する.活動者の組

織運営の項目としては,表-2の問 10に示す 5つの項目を

取り上げ,学習による課題解決の有無は,問 6 を用いた.

分析方法は,問 6及び問 10の 4段階の名義尺度を「学習

により課題解決に繋がった」（1 課題解決に繋がった 2

92%（n=88)

84%

98%

8%(n=8)

16%

2%

0% 25% 50% 75% 100%

全体（ｎ＝96）

NPO（ｎ＝44）

任意団体（ｎ＝52）

地域の課題解決に主体的に行動できている

地域の課題解決に主体的に行動できていない

（p値：0.0135） 独立性の検定

<残差分析>***1％有意 **5％有意 *10%有意（+）割合が高い（-）割合が低い

**（+）

**（+）**（-）

**（-）

 

図-2 継続的な活動と団体タイプ別 

 

表-2 アンケート調査内容と略称名 

分析項目の略称

問1 継続的な活動

問3 自主的な取り組み

問4 活動の拠点

問5 学習への取り組み

問6 学習による課題解決

問7 あなたの学習時間

問8 学習目的

仲間と一緒に活動

信頼する人

新しい仲間

社会的な信用

周りの人に信頼

社会的な地位

地域への貢献

自分の生活環境

理想の実現

自分の誇り

社会への奉仕

知識の報酬

時間の報酬

意欲的な参加

組織の役割分担
地域貢献の活動目的

ネットワークにより活性化
地域に認められた

問13 連携できる団体

問14 連携できる団体名

得意分野
あなたの活動時間

あなたは活動を行っていく上で連携できる団体を持っています
（回答：1持っている2持っていない）

団体数と団体名をそれぞれ記入してください（主なものを3つまで）

問16
個人属性

あなたは得意分野を持っていますか（回答：1持っいている2持っていない）

あなたの一年間の活動時間を記入してくだい（回答：直接記入）

活動することが自分の誇りだと思っている

社会に対して奉仕していきたいと思っている

自分の知識を生かすための代価として報酬がほしい

活動により時間が拘束されるのでそれに見合った報酬がほしい

問10
活動者の
組織運営

あなたのは意欲的に参加していますか（回答：1当てはまる2少し当てはまる3あまり当てはまらない
4当てはまらない）
組織は役割分担や協力体制のもと運営されていますか
継続的に地域に貢献することを目的に活動していますか

ネットワークを生かした活動により団体が活性化してきたと思いますか
活動が地域に認められてきたと思いますか

問9
継続的活動へ
の参加の動機

仲間と一緒に活動したい（回答：1関係ある2少し関係ある3あまり関係ない4関係ない）

信頼する人に頼まれたから

新しい仲間をみつけていきたい

社会的な信用を得たい

周りの人から信頼されたい

地域がよくなれば自分の生活環境もよくなる

自分の理想を実現したいという目標がある

活動を行っていく上で,自らが自主的に取り組んでいますか（回答：1自主的に取り組んでいる2やや
自主的に取り組んでいる3あまり自主的に取り組んでいない4取り組んでいない）

あなたが活動している団体では、まちづくりに関心を持つ人が自由に集まることができる拠点をもっ
ていますか（回答：1拠点を持っている2拠点を持っていない）

あなたのまちづくり学習への取り組みについて（回答：1主体的に取り組んでいる　2やや主体的に
取り組んでいる3あまり主体的に取り組んでいない4取り組んでいない）

あなたの取り組んだまちづくり学習が継続的な活動を行う上での課題解決につながりましたか（回
答：1課題解決につながった2やや課題解決につながった3あまり課題解決につながらなかった4課
題解決につながらなかった）

あなたの学習頻度と一回当たりの学習時間（回答：直接記入：一年間の学習時間）

質問項目
あなたは継続的に活動できていますか(回答：１継続的に活動できている2継続的に活動できてい
ない）【継続的な活動とは、公共主体に対して対等な立場で、地域の課題解決に向けた主体的な
行動が2年以上続いた活動を言う】

社会的信望を得ることで社会的地位が得られるから

活動を通じて地域に貢献したい

あなたは団体の活動を通じて,どのような学習目的で取り組みましたか（当てはまるものを3つまでお
選びください（学習目的：組織活動、組織の人材育成、組織の資金調達、参加者の募集及び選定、
情報提供、合意形成や評価手法）

 

46%

54%

54%

46%

0% 25% 50% 75% 100%

団体タイプ別（ｎ=96)

活動者の役職別（ｎ=96)

NPO 任意団体

団体の代表 団体のリーダー

 

図-1 活動者の基本属性 
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やや課題解決に繋がった）と「課題解決に繋がらなかっ

た」（3 あまり課題解決に繋がらなかった 4 課題解決に

繋がらなかった）,「当てはまる」（1 当てはまる 2 少

し当てはまる）と「当てはまらない」（3 あまり当ては

まらない 4当てはまらない）の 2段階の名義尺度に分類

した上で統計的検定（独立性の検定・残差分析）により

分析した.表側の組織運営の 5つの項目に対して,学習に

より課題解決に繋がった割合を表-3 に示す.この分析結

果から,活動者の組織運営への「意欲的な参加」や「ネ

ットワークにより活性化」への活動は, 学習により課題

解決に繋がっている傾向が高い.「意欲的な参加」は,継

続的に活動していく上でのモチベーションを維持してい

くことに繋がり,これが,学習意欲を高めていくことに結

びいつていると思われる.また,「ネットワークにより活

性化」している活動者は,その活動で「技術やノウハ

ウ」を補うことや,それを活用していくことで学習によ

る課題解決に繋がっていると推察できる.  

図-3 に示すように連携できる団体を持っている活動

者ほど得意分野を持っている割合が高いという特徴があ

る.ここでの得意分野とは,職業柄,趣味,関心によって身

に付けられた専門知識と定義している.以上のことから, 

活動者の「意欲的な参加」と「ネットワークにより活性

化」への活動は,学習による課題課題解決に関連してい

ることが明らかとなった.次の節では,活動者のどのよう

な属性が学習による課題解決に影響するのかを分析する. 

 

 

５．まちづくり学習による課題解決の向上策の 

検討 

 

(1)活動者属性とまちづくり学習による課題解決との 

関連性 

 本節では,表-2 のアンケート調査に基づく問 3～問 16

の活動者の取り組みや参加の動機などの個人属性をもと

に, 活動者の学習による課題解決の要因を分析とする.

分析方法は,表-2に示す回答方法をもとに χ2検定により

学習による課題解決との関連性を分析する.また, 活動

者の取り組みや参加の動機,個人属性を「活動者の取り

組みと技量」,「活動者の活動力」,「活動者の参加動

 

83%

54%

17%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連携できる団体

を持っている

（ｎ＝64）

連携できる団体

を持っていない

（ｎ＝22）

（p値：0.008） 独立性の検定

<残差分析>***1％有意 **5％有意 *10%有意（+）割合が高い（-）割合が低い

***（-）

得意分野持っている 得意分野持っていない

***（+）

***（+）***（-）

 

図-3 連携できる団体と得意分野 

表-3 活動者の組織運営と学習による課題解決との関連性 

組織運営の項目 χ2値 Ｐ値 残差分析 学習により課題解決に繋がった割合

0.0215

0.4705

0.0179

0.9357

0.4522

5％有意

5％有意

5.6087

0.0065

0.5653

5.2824

0.5208

ネットワークにより活性化

地域に認められた

残差分析：（+）割合が高い、（-）割合が低い

意欲的な参加

組織の役割分担

地域貢献の活動目的

75%

0%

73%

75%

74%

50%

80%

55%

74%

63%

0% 50% 100%

当てはまる(n=63)

当てはまらない(n=0)

当てはまる(n=60)

当てはまらない(n=3)

当てはまる(n=62)

当てはまらない(n=1)

当てはまる(n=51)

当てはまらない(n=12)

当てはまる(n=58)

当てはまらない(n=5)

（+）

（+）

（‐）

（‐）

 

 

表-4 まちづくり学習による課題解決と活動者属性のχ
2
検定 

分析項目の略称 χ
2
値 P値

自主的な取り組み 26.559  0.000***

学習への取り組み 111.938   0.000***

連携できる団体 18.622  0.000***

得意分野 13.651   0.003***

あなたの活動年数 13.352 0.344

あなたの学習時間 48.812   0.000***

あなたの活動時間 22.822 0.029**

仲間と一緒に活動 5.298 0.707

信頼する人 24.603  0.003***

新しい仲間 10.248 0.317

社会的な信用 6.092 0.726

周りの人に信頼 5.127 0.823

社会的な地位 10.423 0.317

地域への貢献 18.849  0.026**

自分の生活環境 22.520  0.007***

理想の実現 49.219  0.000***

自分の誇り 11.499 0.243

社会への奉仕 17.132 0.047**

知識の報酬 14.698 0.095*

時間の報酬 8.937 0.443

<P値>***1％有意　**5％有意　*10%有意

活動者の
活動力

活動者の
参加動機

学習による課題解決

活動者の
取り組みと技量
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機」の 3つのカテゴリーに分類し整理した. 

また,「あなたの活動年数」,「あなたの学習時間」, 

「あなたの活動時間」についての数量データを 4段階の

順序尺度に変換し分析を行った.その分析結果を表-4 に

示す.「自主的な取り組み」,「学習への取り組み」,

「連携できる団体」,「得意分野」などの「活動者の取

り組みと技量」については,すべての項目で有意な結果

が得られ,学習による課題解決との関連性が高いことが

示された.「活動者の活動力」の中では,「活動年数」だ

けが学習による課題解決との関連性が見られなかった.   

「活動者の参加動機」としての特徴は,「地域への貢

献」,「自分の生活環境」,「理想の実現」,「社会への

奉仕」などの地域や社会への貢献意欲や理想を実現した

いといった参加の思いは,学習による課題解決との関連

性に繋がっている.一方で「仲間と一緒に活動」,「新し

い仲間」,「社会的な信用」,「周りの人に信頼」,「社

会的な地位」,「自分の誇り」などは,学習による課題解

決との関連性は見られなかった.この理由として,自分の

社会的な地位や誇り,義理による参加の思いは,活動者,

自らが地域をよくしたいという強い意志を持って活動し

ていなことが要因と推察できる. 

 次の節では,表-4 に示す χ2検定により関連性が認めら

れた 12項目を用いて,課題解決に繋がる選択要因を分析

し,まちづくり学習による課題解決の向上策を検討する. 

 

(2)まちづくり学習による課題解決の選択の要因分析 

 本節では,活動者の課題解決につながる選択要因を分

析し,まちづくり学習による課題解決を向上させる選択

要因を明らかにすることを分析目的とする. 

 分析方法は,前項の χ2 検定により有意差が認められた

12項目の内, ,あなたの学習時間や活動時間については,

数量データであることから除外し, カテゴリーデータで

ある 10 項目を用いて分析する.目的変数は, 4 段階の名

義尺度を「学習により課題解決に繋がった」（1 課題解

決に繋がった 2やや課題解決に繋がった）と「課題解決

に繋がらなかった」（3 あまり課題解決に繋がらなかっ

た 4課題解決に繋がらなかった）の 2段階の名義尺度に

変換した.また,説明変数についても 4段階の名義尺度を

「関係ある」（1 関係ある 2 少し関係ある）と「関係な

い」（3あまり関係ない 4関係ない）の 2 段階に変換し

分析を行った. 

多重共線性が発生したため,「学習への取り組み」を

削除して分析を行った. その分析結果を図-4に示す.学習

による「課題解決に繋がった」,「課題解決に繋がらな

かった」とサンプルスコアとの相関比は,0.564と「精度

やや良い」結果となった.次に,学習による課題解決への

影響度をレンジで見ると,「メンバーの技量」としての

「連携できる団体の有無」や「得意分野の有無」につい

ての影響が大きく,連携できる団体や得意分野を持って

いる活動者ほど学習による課題解決に繋がっている. 

 参加の動機としての特徴は,「自分の生活環境」や

「理想の実現」,「知識の報酬」という参加の動機は,学

習のよる課題解決に繋がっている.これは,活動を通じて,

自分の生活環境を良くしたいという思いや自分の理想を

実現したいという明確な目標を持って活動していること

が要因と推察できる.また,自分の知識を生かすことでそ

の代価を求めている活動者は,自分の専門分野などの知

識をより高めていくための学習意欲を持っていることが

課題解決に繋がっていると思われる。 

一方では,「信頼する人」に頼まれて活動している活

動者ほど課題解決に繋がっていない傾向となっている.

これは, 義理などによっての活動している活動者は,自

らが活動目的を持って活動していないと推察できる.こ

れが,学習への取り組み意欲の低下に繋がり,学習による

課題解決に結びつかない要因の一つとして考えられる. 

 

 (3)まちづくり学習による課題解決の向上策の検討 

前項の分析結果, 「得意分野の有無」と「連携できる

団体の有無」の内,影響度の大きい「連携できる団体の

有無」に着目して,まちづくり学習による課題解決の向

上策を検討する.  

分析は, 連携できる団体を持っている活動者N=66サン

-0.43

0.03

-0.68

0.21

-1.02

0.34

-0.36

0.03

-0.28

0.08

-0.39

0.17

0.30

-0.04

-0.09

0.58

0.29

-0.16

-1.2 -0.8 -0.4 0.0 0.4 0.8

取り組んでいない(n=5)

自主的に取り組んでいる(n=83)

得意分野無(n=21)

得意分野有(n=67)

連携団体無(n=22)

連携団体有(n=66)

関係ない(n=7)

関係ある(n=81)

関係ない(n=20)

関係ある(n=68)

関係ない(n=27)

関係ある(n=61)

関係ない(n=11)

関係ある(n=77)

関係ない(n=76)

関係ある(n=12)

関係ない(n=31)

関係ある(n=57)

相関比0.564 判別的中率81.82％

－課題解決に繋がらなかった +課題解決に繋がった レンジ

メンバーの取り組み

メンバーの

技量 得意分野

連携できる団体

自主的な取り組み

地域への貢献

自分の生活環境

理想の実現

社会への奉仕

活動への

参加動機

知識の報酬

信頼する人

0.46

0.89

1.36

0.39

0.36

0.51

0.34

0.67

0.45

図-4 学習による課題解決の選択要因 
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プルを用いて,学習による課題解決と団体属性との関連

性をクロス集計及び統計的検定（独立性の検定,残差分

析）により分析した. 

なお,連携できる団体名は,表-2に示すように,主な団

体を3つまでの回答としている.この回答された団体名を

表-5に示すように,2つのカテゴリー「組織化」,「非組

織化」に分類し分析を行った.ここで言う「組織化」と

は,民法により法人格が取得されている団体とし,また,

法人格が取得されていない団体を「非組織化」としてい

る.分析結果を図-5に示すように,「組織化」された団体

ほど学習により課題解決に繋がった傾向が高く, 「非組

織化」された団体ほど学習により課題解決に繋がらなか

った割合が高い傾向にある.これは,「組織化」された団

体は,組織運営のルール化により役割や機能,責任などが

分担されることで組織運営の課題に対応している.また,

「組織化」された団体は,財団・社団法人,NPO,大学な

どの教育機関,自治体などで構成され,専門性を持ってい

る組織であるという特徴がある.これらの要因が学習に

より課題解決に繋がっていると推察できる. 

一方で,コミュニティや任意団体の「非組織化」され

た団体は,小学校区などの限定されたエリアでの活動が

主体の地縁団体であるという特徴がある.これの団体は,

「組織化」された団体とは反対に組織運営がルール化さ

れていないことや,専門性を持った団体でないという特

徴が学習による課題解決に繋がっていない要因として考

えられる. 

 以上のことから,「非組織化」された団体は,「組織

化」された団体との連携,さらには,「組織化」された団

体は「組織化」された団体との連携強化が,まちづくり

学習による課題解決力を向上させていくことに繋がって

いく可能性がある.  

また,本来のまちづくり学習の位置付けから考えると,

そこで生活している市民が問題意識を高め,課題解決能

力を高めていくことが重要となる.このためには,コミュ

ニティや任意団体などの「非組織化」された団体と「組

織化」された団体が積極的に連携できるような政策を検

討していくことが必要と考えられる. 

 

 

8. 結論 

 

本研究によって得られた主要な知見と今後の課題を以下

に示す. 

1) 組織運営への「意欲的な参加」や「ネットワークに

より活性化」した活動は,学習により課題解決につな

がっている傾向が高いことが示された. 

2) 個人属性から見ると,「自主的な取り組み」,「学習

への取り組み」,「連携できる団体」,「得意分野」な

どの「活動者の取り組みと技量」については,すべて

の項目で有意な結果が得られ,まちづくり学習による

課題解決との関連性が高いことが明らかとなった. 

3) 活動者のまちづくり学習による課題解決の選択要因

としては,「メンバーの技量」としての「連携できる

団体の有無」や「得意分野の有無」についての影響が

大きく,学習による課題解決を向上させるための効果

的な要因であることが明確となった. 

4) 連携する団体に着目すると,「組織化」された団体ほ

ど学習により課題解決につながった傾向が高く,「非

組織化」された団体ほど学習により課題解決に繋がら

なかった傾向が高いことが明らかとなった. 学習によ

る課題解決を向上させるためには,「非組織化」され

た団体は,「組織化」された団体との連携,さらには,

「組織化」された団体は「組織化」された団体との連

携強化を政策に反映していくための課題が確認できた. 

 今後の課題として, 今回の分析に使用したデータは, 

岡山市,倉敷市,瀬戸内市に存在する59の任意団体とNPO

によるのもであるため,更なるデータの蓄積を通して,今

回の分析結果および考察を評価していく必要がある.ま

た,学習により課題解決に繋がった場合の団体形態別の

分析や連携する場合の学習目的,学習方法など具体的に

検討していく必要がある. 

 

謝辞：本アンケート調査の実施にあたっては，岡山市，

倉敷市，瀬戸内市の市民団体およびNPOの団体の皆様に 

は，多大なご協力をいただき，感謝の意を申し上げる. 

 

 

表-5 団体形態別の分類 

 

組織化

非組織化 コミュニティ（町内会・自治会）,任意団体

財団・社団法人,NPO,教育機関（大学,高校）,商工会,観光
協会,自治体関係機関（社会福祉協議会,文化協会等）

団体形態

 

31%

65%

69%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学習により課題解決に

つながった（n=104)

学習により課題解決に

つながらなかった（n=27)

（p値：0.000） 独立性の検定

非組織化

***（+）

組織化

***（-）

***（+） ***（-）

 

図-5 組織形態別学習による課題解決との関連性 
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補注 

 (1)アンケート調査において,｢まちづくり学習｣とは,地域の観

察や調査により,地域の様子を知ったり,地域の問題点に気づい

たりする学習,および地域の課題解決のための,業務計画書の作

成や提案,団体の運営を行うための学習を指している．具体的

には,まちづくりの実践による学習,図書による学習,市民向け

の講座の学習,インターネットを利用した学習,シンポジウムや

研究会での学習としている. 
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